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第100回 「コロナ対策は総力戦に」
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発行

～それでもやっぱり菅首相～

初めに

前回、当レポート「日本株上昇を見込む3つの理由」ではコロナ対策がこれまでの短期戦志
向から中期戦に軸足を置いたものに移行することを第一の理由として挙げました。これはコロ
ナ対策の切り札と位置付けられていたワクチンも効果に期限があり万能ではないことが明らか
になったためです。残念ですが、中期戦への切り替えはやむを得ない方針転換で現時点では最
善の策と思います。

最近のコロナ対策

方針転換に伴い、コロナ対策に関する報道が足元、増加しています。例えば体育館など臨時
大規模施設の臨時病院化。医師や看護師の確保が課題と記されており、（8/25日本経済新聞電
子版）所謂、野戦病院の様です。薬については塩野義製薬の在宅患者向け飲み薬が紹介されて
いました。2022年3月までに1000万人分の生産体制を整えるとのことです。（8/24日本経済新聞
電子版） 治療薬についてはこの他、中外製薬やMSD製薬なども開発を進めている様です。こ
れまで問題とされてきたコロナに対応しようとしない病院の問題にもメスが入る模様です。厚
生労働省と東京都が都内の全医療機関に連名で、新型コロナウィルス対応への協力を要請した
と報じました。（8/23の日本経済新聞電子版）都はコロナ医療に直接関わっていない病院や診
療所からも医療措置を受けられる患者を増やす狙いでまさに総力戦。この先のコロナとの戦い
をやり抜くとの菅首相の気概を感じるようです。こうした一連の新たな新型コロナウィルス対
策が奏功すれば自然と日本株は上昇して、日経平均は３万円に到達と見ています。

自民党総裁選について

ここで近々行われると思われる、自民党総裁選についてコメントしておきます。先日の横浜
市長選で、菅首相自身が推す候補が予想外の大敗となったことから、菅首相も危ないという観
測が持ち上がりましたが、麻生副総理、二階幹事長など党内の有力者が相次いで首相支持を表
明したため、首相に対する懸念は自然消滅した模様です。実際ここにきてワクチンの接種状況
も他国と比べて遜色のないものとなっており死者数などもむしろ少ないと言われています。他
国と比べて日本のコロナ対応は劣っているとは言えません。こうした点から菅首相の再選は間
違いないと見ています。ただ首相の発信力については懸念を指摘されることもあります。これ
をカバーするためには発信力のある河野行政改革大臣や小泉環境大臣を官房長官に起用するこ
とも考えられるでしょう。


